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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第３四半期連結
累計期間

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

売上高（千円） 3,278,246

経常利益（千円） 179,587

四半期純利益（千円） 177,854

四半期包括利益（千円） 175,576

純資産額（千円） 1,143,321

総資産額（千円） 1,846,246

１株当たり四半期純利益金額

（円）
6,303.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額（円）
6,199.61

自己資本比率（％） 61.7

　

回次
第17期

第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
2,408.73

　（注）１．第17期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結累計期間及び前連結

会計年度については記載しておりません。

　　　　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社の全額出資により株式会社

コネクトスターを設立いたしました。なお、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(１)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災の影響によ

る経済活動の落ち込みは回復基調であるものの、タイの洪水被害や欧州金融不安、円高の長期化などによる経済の

先行きへの不透明感が懸念されています。

インターネット業界においては、震災による広告出稿の自粛などの影響が生じている一方、SNS（ソーシャルネッ

トワーキングサービス）が企業、ユーザー双方に欠かせないサービスとなり、また実名インターネット時代を象徴

するFacebookの浸透によってインターネット業界は新たな局面へと移行しております。　　

当社グループにおいても一部クライアントの広告売上が減少しておりますが、ソーシャルメディア関連サービス

の需要は高く特にFacebook関連サービスの売上は引き続き堅調に推移しました。

当社グループはFacebookマーケティングを中心としたソーシャルメディアマーケティングへの取り組みが企業

のネットマーケティングの中核となることを想定して、中期経営計画に沿って「ソーシャルメディア時代をリード

し、クライアントと共にビジネスを創造するネットビジネスパートナー」となるべく、前期より事業モデルの転換

や強化を図っております。その成果として多くのナショナルクライアント等のFacebookマーケティング支援の実績

を積み上げてきております。

同時に、続々と参入してきている競合との差別化のため、当期よりFacebookと連携したWeb施策を行うことで企業

のマーケティング効果の最大化を担っていくための「Facebookインテグレーション」というソリューションを立

ち上げております。さらに、ファンと企業との緊密度合いを意味する“エンゲージメント”向上に特化した調査・

研究を本格的に行う「エンゲージメントラボ」を設立して、広範で高度なノウハウを蓄積・確立していくことで更

なる差別化を図ってまいります。

従来の強みであるネットビジネス運営代行においても中期的な成長を図っており、競争力向上のため定義した

「メンバーズ・クオリティ」の徹底や利益率マネジメントに加えて、仙台サテライトオフィスを拡大して今春に仙

台オフィスを設立することで、雇用を通じた地方経済の活性化に貢献するとともに、Webサイト運用サービスの安定

拡大に向けた専門職としてネットクルー職の確保にも積極的に投資してまいります。また、ソーシャルメディア、ス

マートフォンやタブレットPCの普及でますます複雑化・高度化するネットビジネスにおいて、包括的な運営のアウ

トソーシングニーズが高まることが予想されるため、それに向けてプロデューサー＆ネットクルーの確保・育成、

品質の向上への取り組みを継続してまいります。

また、平成23年４月１日付で100%子会社である株式会社コネクトスターを設立し、Facebookをベースとした消費

者向けのサービスを30個立ち上げていく“プロジェクト F30”第１弾として、マンガSNSである「MANGAful

Days」、７月には第２弾として、東進ハイスクールなどの進学塾大手の株式会社ナガセとジョイントベンチャーで

ある株式会社Studymateを設立し、学習支援SNS「Studymate」をスタートしました。

　

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,278百万円、営業利益は153百万円、経常利益は179百万円、四

半期純利益177百万円となりました。

　

※　第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っており

ません。　　
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(２)財政状態の分析

（総資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,846百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金869百万円、受取

手形及び売掛金769百万円であります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債は702百万円となりました。その主な内訳は、買掛金363百万円であります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は1,143百万円となりました。その主な内訳は、資本金771百万円であります。

※　第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前期末との比較分析は行っておりません。

　

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題　　

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。なお、当社

は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第

118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

①基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値および株主共同の利益を最大限

に確保し、より向上させるという最終的な目的を理解している者でなければならないと考えます。

　したがいまして、特定の者またはグループが当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得するこ

とにより、当社の企業価値または株主の皆様に共通する利益が毀損されるおそれが存在すると考えられる場合

には、かかる特定の者またはグループが当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切である

として、法令および定款によって許容される限度において、当社の企業価値または株主の皆様に共通する利益

を保全するための相当な措置を講ずることといたします。

　

②基本方針実現のための取組み

（a）基本方針の実現に資する特別な取組み 

　当社は平成７年の創業以来、“デジタルマーケティングインテグレーションを通じて豊かなデジタルインフ

ラ社会の創造に大きく貢献する”ことを経営理念とし、「インターネット社会において双方向のマーケティン

グ・テクノロジーにより消費者と企業とのベスト・マッチングを実現するナビゲーターとしての役割を果た

し、消費者起点の社会の創造に貢献する。」というビジョンのもと、インターネットマーケティング関連事業を

軸として企業価値の最大化を目指してまいりました。このような理念の下、当社は従来より顧客企業のマーケ

ティング成果の最大化のために、ウェブインテグレーションやインターネット広告代理サービスを融合し提供

してまいりました。また、今後はより上位の観点で顧客企業のビジネス成果を最大化するために、顧客企業のイ

ンターネット・ビジネス・パートナーとして、ウェブインテグレーションやインターネット広告代理などの

サービスを包括的かつ成果向上型で提供し、顧客企業のインターネットを活用したサービス開発や事業開発を

支援いたします。それを通じて当社自身の収益を拡大し、顧客企業の信頼と満足度を向上させ、企業価値を高め

てまいります。

（b）基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成23年６月27日開催の第16期定時株主総会において「当社株券等の大規模買付行為への対応策

（買収防衛策）」（以下本プランといいます。）の一部改定・継続を決議いたしました。

　本プランは、当社株券等の20％以上を取得しようとする者が従うべき手続きとして、①事前に大規模買付者が

当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大

規模買付行為を開始する、という「大規模買付ルール」を定めています。具体的な手続は次のとおりです。 

（イ）情報提供の要求

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、当社代表取締役宛に、大規模買付ルールに従う旨

の意向表明書をご提出いただきます。

　大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会としての意見形成の

ために必要かつ十分な情報(以下「必要情報」といいます。) を提供していただきます。

　そして、当社は、上記意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき必要情報

のリストを当該大規模買付者に交付します。
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（ロ）取締役会による評価等 

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し必要情報の

提供を完了した後、60日間(対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合)または

90日間(その他の大規模買付行為の場合)を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための

期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。したがって、大規模

買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締役会評価期間中、当社取締役会

は独立の外部専門家等の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会と

しての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関

する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示することもありま

す。

（ハ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

　大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、後記独立委員会の勧告を最大限に尊重しつつ、当社の企業価値および株主共同の利益を

守ることを目的として、新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとり、

大規模買付行為に対抗する場合があります。

（ニ）独立委員会の設置 

　当社取締役会が上記対応策を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するた

めのチェック機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断

を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外監査役、ならびに社外有識者の

中から選任します。 

　本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.members.co.

jp/）に掲載している平成23年５月26日付ニュースリリースをご覧下さい。 

（c）具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ずに行われる

ところのいわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値および株主の皆様に共通の利益に適うものであれば、

これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う提案に応ずるか否かの判断も、最

終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。

　しかしながら、株式の大規模買付行為においては、その目的等から見て企業価値または株主の皆様の共同利益

に反するもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

規模買付行為について検討することまたは対象会社の取締役会が代替案を提案するための時間と情報を提供

しないもの、大規模買付者の示した条件が対象会社の適正な価値を十分に反映しているとはいえないもの等、

対象会社の企業価値または株主共同の利益に適合しないものも少なくありません。

　当社は、当社株式の適正な価値を株主の皆様や投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりま

すものの、突然大規模買付行為がなされたときに、大規模買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどう

かを株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から適切か

つ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式をそのまま継続的に保有することを考える株

主の皆様にとっても、大規模買付行為が当社に与える影響や、当社の従業員、関係会社、顧客および取引先等の

ステークホルダーとの関係についての方針を含む、大規模買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方

針や事業計画の内容等は、その継続保有を検討するうえで重要な判断材料であります。同様に、当社取締役会が

当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのかも、当社株主の皆様にとっては重要な判断材料

となると考えます。 

　これらを考慮し、当社取締役会は、大規模買付行為に際しては、大規模買付者から事前に、株主の皆様の判断の

ために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されるべきである、という結論に至りました。当社

取締役会は、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する当社取締役会としての意見の検討を速やか

に開始し、独立の外部専門家等の助言を受けながら慎重に検討したうえで意見を形成し公表いたします。さら

に、必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善についての交渉や当社取締役会としての株主の皆様に対する

代替案の提示も行います。かかるプロセスを経ることにより、当社株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考に

しつつ、大規模買付者の提案と(代替案が提示された場合には)その代替案を検討することが可能となり、最終

的な応否を適切に決定する機会を得られることとなります。結果として、当該プロセスを経ることは、まさに基

本方針に沿うものであり、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　このようなルールの設定については、裁判所においても「経営支配権を争う敵対的買収者が現れた場合にお

いて、取締役会において、当該敵対的買収者に対し事業計画の提案と検討期間の設定を求め、当該買収者と協議

してその事業計画の検討を行い、取締役会としての意見を表明するとともに、株主に対し代替案を提示するこ

とは、提出を求める資料の内容と検討期間が合理的なものである限り、取締役会にとってその権限を濫用する

ものとはいえない」と判示され、その正当性が是認されているところです（東京地方裁判所平成17年７月29日

決定）。 
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　そこで、当社取締役会は、大規模買付行為が、上記の見解を具体化した一定の合理的なルールに従って行われ

ることが、当社および当社株主全体の利益に合致すると考え、第一の対応策として、大規模買付ルールを設定す

ることといたしました。

　

(４)研究開発活動　

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,560 29,560
名古屋証券取引所

（セントレックス）

当社は単元株制度を

採用しておりません。

計 29,560 29,560 ─ ─

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、下記のとおりであります。　

決議年月日 平成23年11月11日　

　新株予約権の数（個） 980

　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 980

　新株予約権の行使時の払込金額（円） 36,200

　新株予約権の行使期間
平成25年11月26日～　

平成28年11月25日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　36,200

資本組入額　18,100

　新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」と

いう。）が死亡した場合は、新株予約権者の法定相続人のうち

１名（以下「権利承継者」という。）に限り、新株予約権を承

継することができる。なお、権利承継者につき相続が開始され

た場合、その相続人は新株予約権を相続することはできない。

② 次の各号に該当する場合、新株予約権者は新株予約権を喪

失し、権利行使はできないものとする。

(a) 新株予約権の割当てを受けた者が、当社の取締役、監査役

もしくは従業員のいずれでもなくなった場合。

(b) 新株予約権の割当てを受けた者が、禁固以上の刑に処せら

れた場合。

(c) 新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権の第三者に

対する質入れその他の処分をした場合。

③ その他の条件については、株主総会および取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによるものとする。

　新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要するもの

とする。

　代用払込みに関する事項 ―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸

収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して

以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再

編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権（以下

「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに

掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約

権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場

合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定するものとする。　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年10月１日～

　

平成23年12月31日

－ 29,560 － 771,275 － 401,738

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

（７）【議決権の状況】

　   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

   載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

   す。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,343 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  28,217 28,217 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 29,560 ― ―

総株主の議決権 ― 28,217 ―

 

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社メンバーズ
東京都品川区西五反

田５－２－４
1,343 ― 1,343 4.54

計 ― 1,343 ― 1,343 4.54

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間

（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）は、連結財務諸表作成初年度であるため比較情報は記載しておりま

せん。　

２．監査証明について 

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成
23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 869,073

受取手形及び売掛金 769,771

仕掛品 24,980

その他 14,219

貸倒引当金 △382

流動資産合計 1,677,663

固定資産

有形固定資産 32,433

無形固定資産 9,703

投資その他の資産 126,446

固定資産合計 168,583

資産合計 1,846,246

負債の部

流動負債

買掛金 363,937

1年内返済予定の長期借入金 16,008

未払法人税等 4,040

賞与引当金 51,549

その他 238,924

流動負債合計 674,459

固定負債

長期借入金 22,638

その他 5,827

固定負債合計 28,465

負債合計 702,925

純資産の部

株主資本

資本金 771,275

資本剰余金 401,738

利益剰余金 14,076

自己株式 △45,415

株主資本合計 1,141,674

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,908

その他の包括利益累計額合計 △1,908

新株予約権 3,555

純資産合計 1,143,321

負債純資産合計 1,846,246
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 3,278,246

売上原価 2,571,109

売上総利益 707,137

販売費及び一般管理費 553,467

営業利益 153,670

営業外収益

受取利息 72

受取配当金 128

受取手数料 769

償却債権取立益 26,000

その他 81

営業外収益合計 27,051

営業外費用

支払利息 1,022

その他 111

営業外費用合計 1,134

経常利益 179,587

特別利益

投資有価証券売却益 399

特別利益合計 399

特別損失

投資有価証券評価損 280

特別損失合計 280

税金等調整前四半期純利益 179,707

法人税、住民税及び事業税 1,852

法人税等合計 1,852

少数株主損益調整前四半期純利益 177,854

四半期純利益 177,854
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 177,854

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,278

その他の包括利益合計 △2,278

四半期包括利益 175,576

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 175,576

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

連結の範囲の重要な変更　

　第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社コネクトスターを連結の範囲に含めております。

　

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）

を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプショ

ンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、

将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　当社は、第１四半期連結会計期間より、連結財務諸表を作成することとなりました。連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項は以下の通りであります。

　

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　１社

　株式会社コネクトスター

　

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。　

　

３．会計処理基準に関する事項

(１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　その他有価証券

　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

　　仕掛品　

　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

(２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）　

　　　　定率法

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

　

(３)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しており

ます。

　

(４)重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準(工事の進捗率の見積もりは原価比例法）

ロ　その他の工事

　工事完成基準

　

(５)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

　

(６)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等会計処理

税抜方式によっております。　　

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 9,187千円

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　当社グループは、ネットビジネス支援事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 6,303円10銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 177,854

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 177,854

普通株式の期中平均株式数（株） 28,217

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6,199円61銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 471

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

概要は、「第３．提出会社の状

況、１．株式等の状況、（２）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月８日

株式会社メンバーズ

取締役会　御中

監査法人アヴァンティア

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小笠原　直　　印

 業務執行社員  公認会計士 戸城　秀樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メンバー
ズの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平
成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。 
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して
四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メンバーズ及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書作成会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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